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株式会社電算との業務提携に関するお知らせ 

 

当社と株式会社電算（本社：長野県長野市、代表取締役社長：轟 一太、以下「電算」）と地方

公共団体向け財務会計システム分野における業務提携契約を締結したことを下記のとおりお知らせ

いたします。  

 

記 

 

 

１．業務提携の理由 

当社の行政経営支援サービス「FAST」を、電算にOEM提供することにより、電算が現在開発を進

めている新総合行政情報システムにおける財務会計ユニットを「FAST」で実現することが可能にな

ります。これにより、両社にとって地方公共団体向け財務会計システム市場の拡大が図れ、両社の

企業の発展に利するとの合意に至り、今回の提携となりました。 

 

 

２．業務提携の内容 

当社は、電算が現在開発を進めている新総合行政情報システムにおいて、行政経営支援サービス

「FAST」を財務会計ユニットとして組み込むことを目的に、OEM 提供します。電算の新総合行政情

報システムおよび当社の「FAST」は、OSS（Open Source Software）採用をはじめとした共通アーキ

テクチャにより、システム間連携を実現した、総合行政情報としてのトータルソリューションサー

ビスの提供を可能とします。 

当社の行政経営支援サービス「FAST」は、2014年 4月に全面刷新し、「FAST V3.0」としてリリー

スしました。このたびの業務提携により、電算は最先端の財務会計システムを提供可能になります。 

この提携により両社は、自治体財務会計システム分野においてトップシェアを実現し、ＩＣＴ環

境の変化やマイナンバー制度から波及する住民サービス、国が推進する共通基盤対応といった新し

い顧客ニーズに迅速かつ継続的に対応していきます。 

また、財務会計システム分野以外においても、資産やノウハウを共有ならびに連携し、これから

の地方公共団体に必要な新規ビジネス創出、新ソリューション提供を推進します。 

 

３．提携先の概要（平成２６年５ 月１日現在） 
（１） 名称 株式会社電算（東証一部:3640） 
（２） 所在地 長野県長野市鶴賀七瀬中町 276-6 
（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 轟 一太 
（４） 事業内容 情報処理・通信サービス 
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ソフトウェア開発・システム提供サービス 
システム機器販売等 
その他関連サービス 

（５） 資本金 13 億 95 百万円 
（６） 設立年月日 昭和 41 年 3 月 29 日 
（７） 大株主及び持株比率 信越放送株式会社  36.45% 他 

（８） 
上場会社と当該会社との

間の関係 

資本関係 当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係

はありません。また、当社の関係者及び関係会社

と当該会社の関係者及び関係会社との間には、特

筆すべき資本関係はありません。 
人的関係 当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係

はありません。また、当社の関係者及び関係会社

と当該会社の関係者及び関係会社との間には、特

筆すべき人的関係はありません。 
取引関係 当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係

はありません。また、当社の関係者及び関係会社

と当該会社の関係者及び関係会社との間には、特

筆すべき取引関係はありません。 
関連当事者への

該当状況 
当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。

また、当該会社の関係者及び関係会社は、当社の

関連当事者には該当しません。 

 

 

４．今後の見通し 

本提携が当社の当期業績に与える影響は軽微です。 

 

以上 
 


